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泉の里アーケード館デイサービスセンター重要事項説明書 令和 8年 6月 1日  

 

１． 事業者 

      （１）設置者名   社会福祉法人 大村福祉会 

（２）所在地    長崎県大村市徳泉川内町８２９番地 

      （３）電話番号  （代）０９５７－５４－２１０５ 

      （４）代表者氏名   理事長 小林 克敏 

 

２．事業所の概要 

（１）事業所の種類  通所介護事業（長崎県指定 ４２７０５０２０９１ ） 

                            生きがい対応通所介護（大村市指定 ４２７０５０２０９１） 

（２）事業所の目的  利用者の社会的孤立感の解消及び心身機能の維持並びに利用者の家族の

身体的及び精神的負担の軽減を図るため、要介護又は要支援者、事業者

対象者に対し、適切な通所介護および介護予防通所介護を提供すること

を目的とする。 

      （３）事業所の名称  泉の里アーケード館デイサービスセンター 

      （４）事業所の所在地 長崎県大村市本町３８７－１ 

      （５）電話番号（代表）０９５７－５４－２１０５ 

      （６）管理者     近藤 和彦 

      （７）当事業所の運営方針 

・事業は、要介護状態になった場合においても、その利用者が可能な限りその居宅において、

その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、必要な日常生活上の世話

及び機能訓練を行います。 

・事業所は、利用者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、利用者の意志及び人格

を尊重し、常に利用者の立場に立った適切なサービスの提供に努めます。 

・事業所の実施にあたっては担当の介護支援専門員とご家族との連携を密にし、協力と理解

のもとに総合的なサービスの提供に努めます。 

・緊急の事態にも柔軟に対応できる体制を整備します。 

（８）開設年月日 令和２年５月１日 

（９）通常のサービス提供実施地域 

通常の送迎実施地域は大村市とします。但し利用者及び家族の要望によりその限り 

ではありません 

 

３．職員の配置状況と職務内容 

当事業所では、利用者に対してサービスを提供する職員として以下の職員配置をします。 

   （１）管理者  １名 

      管理者は、事業所の従業者の管理及び業務の管理を一元的に行うとともに、利用者の心   

身の状況、及びその置かれている環境等を踏まえ、それぞれの利用者に応じた通所介護   

計画等を作成し、利用者又はその家族に対し、その内容等について説明、同意を得て交付
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を行う。 

   （２）生活相談員  １名以上(常勤・非常勤含む) 

      生活指導員は、通所介護計画等に基づき、常に利用者の心身の状況を的確に把握しつつ、 

      利用者の機能訓練及びその者が日常生活を営むことができるよう、利用者又はその家族 

      に対し、相談援助等の生活指導を行う。 

   （３）機能訓練指導員 ２名以上(常勤・非常勤含む) 

      機能訓練指導員は、利用者の日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓   

練を行う。 

（４）看護職員  １名以上(常勤・非常勤含む) 

      看護職員は、利用者の健康状態を常に把握し、健康保持及び要介護状態となることの予   

防に資する。 

   （５）介護職員 ２０名以上(常勤・非常勤含む) 

      介護職員は、指定通所介護および指定介護予防通所介護の提供に当たる。 

 

４．通所介護の利用人員 

事業所の利用定員は、一般型１日 100人とする 

 

５．サービス提供における事業者の義務  

当事業者は、利用者に対してサービスを提供するに当たって、利用者の生命、身体、生活環境

等の安全確保やプライバシーの保護に配慮すると共に利用者の状態に応じた介護を行なうな

ど、契約書に規定される義務を負います。当事業所では、次の事を守ります。 

     （１）利用者の体調、健康状態からみて必要な場合には、ご家族にその旨を報告し主治医と連携

をとりながら適切な措置を行います。 

   （２）非常災害に関する具体的計画を策定し、定期的に避難、救出その他訓練を行ないます 

（３）利用者に提供したサービスについて記録を作成し、５年間保管をするとともに、利用者又

は家族の請求に応じて閲覧させ、必要に応じて複写物を交付します。 

（４）事業者及びサービス従事者または従業員は、サービスを提供するにあたって知り得た 

利用者及び家族等に関する事項を正当な理由なく、第三者に漏らしません。（守秘義務） 

※ ただし、利用者が緊急で医療上の必要性がある場合には、医療機関や関係機関に利用者

の心身等の情報を提供します。その際には文書にて同意を得ます。 

   （５）感染症の発症及びまん延に関する取組の徹底を求める観点から、以下の取組を実施します。 

     ※委員会の開催、指針の整備、研修の実施、訓練（シミュレーション）の実施等を行います。 

   （６）ハラスメント等における対応対策予防計画などについて 

     ※相談窓口や各種研修会、委員会の設定の努力の義務が示され、予防対策被害防止のための

指針の整備、担当者の設置や窓口設置を行い取り組みます。 

 

６．虐待の防止 

 事業所は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次の各号に掲げる措置を講じます。 

(1) 事業所における虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行

うことができるものとする）を定期的に開催するとともに、その結果について、従業者に
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周知徹底を図ります。 

(2) 事業所において、従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施する。 

(3) 前２号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置きます。 

 

７．衛生管理等  

 １ 事業所は、従業者の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行う。  

２ 事業所は、当事業所の設備及び備品等について、衛生的な管理に努める。 

３ 事業所は、感染症が発生し、又はまん延しないように、次の各号に掲げる措置を講ずる。 

 (1) 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置

その他の情報通信機器（以下「テレビ電話装置等」という。）を活用して行うことができる

ものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図る。 

(2) 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備する。 

(3) 事業所において、従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的

に実施する。 

 

８．掲示  

 １ 事業所は、当事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、従業者の勤務の体制その他の利用申込

者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を掲示する。 

２ 事業所は、前項に規定する事項を記載した書面を事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係

者に自由に閲覧させることにより、同項の規定による掲示に代えることができる。 

 

９．身体拘束等の禁止 

１ 事業所は、サービスの提供に当たっては、利用者又は他の利用者の生命又は身体を保護するため

緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身

体拘束等」という。）を行わない。 

２ 事業所は、やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の

状況並びに緊急やむを得ない理由その他必要な事項を記録する。 

３ 事業所は、身体拘束等の適正化を図るため、次に掲げる措置を講ずる。 

(1) 身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことがで

きるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を

図る。 

(2) 身体拘束等の適正化のための指針を整備する。 

(3) 従業者に対し、身体拘束等の適正化のための研修を定期的に実施する。 

 

１０．職場におけるハラスメントの防止 

    事業所は、適切なサービスの提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は 

優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより従業 

者の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講ずる。別途定 

める「職場におけるハラスメントの防止に関する規定」を遵守する。 
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１１．業務継続計画の策定等 

  １ 事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続的に実 

施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」 

という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずる。 

２ 事業所は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定 

期的に実施する。 

３ 事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行う。 

１２．サービス利用に関する留意事項  

利用者は、指定通所介護等の提供を受ける際に、次の事項について留意するものとする。 

    （１）努めて健康に留意し、発熱時等はサービスを受けないこと。 

   （２）従業者の指示に従い、サービスを受けること。 

（３）その他管理者が定めたこと。 

 

１３．損害賠償について 

当事業所において、事業者の責任により利用者に生じた損害については、事業者は速やかにそ

の損害を賠償します。守秘義務に違反した場合も同様とします。 

ただし、その損害の発生について、利用者に故意または過失が認められる場合には、利用者の

置かれた心身の状況を考慮して相当と認められる場合には、事業者の損害賠償責任を減じる場

合があります。  

※本事業所は下記の損害賠償保険に加入しています。 

保険会社名  株式会社 三井住友海上火災保険 

        保険名    福祉事業者総合賠償責任保険 

 

１４．サービス利用をやめる場合  

契約の有効期間は利用者から契約終了の申し入れがない場合には、契約は同じ条件で更新され、

以後も同様となります。ただし契約期間中、仮に以下のよう事項に該当するに至った場合には、

当事業者との契約は終了します。  

１）利用者が特定施設等に入所した場合 

２）利用者が死亡した場合 

３）利用者が要介護認定の判定結果、自立と判定された場合、事業対象者に該当しなくな

った場合 

４）事業所が解散した場合、破産した場合又はやむを得ない事由により事業所を閉鎖した

場合 

５）事業所の滅失や重大なき損により、利用者へのサービス提供が不可能になった場合 

６）当事業所が介護保険の指定を辞退もしくは取消された場合 

７）利用者から解約又は契約解除の申し入れがあった場合、契約の有効期間であっても利

用者から利用契約を解約することができます。ただし、以下の場合には、即時に契約

を解約・解除することができます。 

           ・介護保険給付対象外サービスの料金の変更に同意できない場含 

           ・事業所の運営規定の変更に同意できない場合 
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・事業者もしくはサービス従事者が正当な理由なく、本契約に定める通所介護事業等を

実施しない場合 

           ・事業者もしくはサービス従事者が守秘義務に違反した場合 

・事業者もしくはサービス従事者が故意又は過失により、利用者の身体・財物・信用等

を傷たり又は著しい不信行為、その他本契約を継続しがたい重大な事情が認められる

場合 

・利用者が他の利用者等に身体・財物・信用を傷つけられた場合もしくは傷つけられる

恐れがある場合において、事業者が適切な対応をとらない場合 

８）事業者からの契約解除の申し出があった場合 

以下の事項に該当する場合には、本契約を解除させていただくことがあります。  

・利用者が伝染病又は悪質な疾病に罹患し、他の利用者に伝染する状態となった場合 

・利用者が料金の支払いを３カ月以上遅滞し、相当期間を定めた催告にもかかわらずこ

れが支払われない場合 

・利用者が、故意又は重大な過失により事業者又はサービス従事者もしくは他の利用者

等の生命・身体・財物・信用等を傷つけ、又は著しい不信行為を行なう等によって、本

契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合 

  ※カスタマーハラスメントが発生した場合も含む 

・利用者が、契約書に定める禁止行為を行い、事業者又はサービス従事者の制止にかか

わらずその行為を続ける場合  

 

１５．利用者等の責任について 

      利用者がデイサービスセンター施設の建物及び備品等を破損した場合には、原則として原

状復旧の責任を負うものとする。 

      なお利用者がその責任を全うしない場合には、保証人が利用者に代わってその責任を負う

ものとし、その限度額は１０万円とする。 

      また利用者が利用料金の支払いを拒否した場合、支払うことが不能になった場合など利用

者から直接利用料金が支払われない場合には、保証人に対し、１０万円を限度額として請求

するものとする。 

 

１６．当事業所が提供するサービス（介護内容） 

      （１）入浴サービス 

      （２）給食サービス 

      （３）相談・援助等の生活指導、レクリエーション 

      （４）個別機能訓練、日常動作訓練 

      （５）口腔機能向上指導、健康チェック 

      （６）送迎 

   

１７．当事業所の利用料金および営業時間について 

（１）利用料金 

   ①介護保険基本自己負担金（※介護保険１割負担の場合） 
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要介護（１日当たりの自己負担金） 要支援（１月当たりの自己負担金） 

要介護１ ６０７円 

介護送迎減算 

－９４円 

 

要支援１ １７９８円 
介護送迎減算 

－３７６円 要介護２ ７１６円 

要介護３ ８３０円 

要支援２ ３６２１円 
介護送迎減算 

－７５２円 
要介護４ ９４６円 

要介護５ １０５９円 

②その他の加算等（※介護保険１割負担の場合） 

要介護（１日当たりの負担金） 要支援（１月当たりの自己負担金） 

個別機能訓練加算Ⅰ（1） ５６円 
要支援１ 

サービス提供体制  

強化加算Ⅱ 
７２円 

個別機能訓練加算Ⅰ（2） ７６円 

入浴介護加算 ４０円 
要支援２ 

サービス提供体制

強化加算Ⅱ 
１４４円 

サービス提供体制強化加算Ⅱ １８円 

中重度者ケア体制加算 ４５円  

食費（1回につき ５６０円） 

上記以外に、介護職員処遇改善加算Ⅰロが加算されます（総負担金の１２％）。 

その他の加算については、サービス対象者のみの加算となります。 

※ 尚、介護保険２割負担の方は、食費以外は上記表示の倍額、３割負担の方は３倍となり 

ますのでご了承ください。 

 

（３）営業日及び営業時間 

月曜～日曜 通常午前８時００分から午後１８時００分までとする。 

 

１８．緊急時の対応 

  （１）急病、急変、事故発生時の手順 

       １）事故の第一発見者はその事実を速やかに当日の責任者に報告する 

       ２）責任者はその事実を確認し看護師と連携をとる 

       ３）責任者はその事実を速やかに管理者に報告する 

       ４）看護師と責任者が医師の対応が必要だと判断した場合、速やかに主治医へ連絡する 

       ５）看護師と責任者が医療機関への搬送が必要だと判断した場合、速やかに協力医療機関

に受入要請を行い搬送する。（大村市立病院・国立病院長崎医療センター） 

       ６）看護師と責任者の判断でその必要性がある場合、救急車を手配する 

       ７）責任者はその事実を速やかに家族（身元引受人）に報告する 

  

（２）緊急事態発生後の対応 

       １）責任者は利用者の状態を確認し今後の対応を職員と家族とで検討する 

       ２）責任者は利用者の今後の対応を管理者に報告する 
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       ３）責任者は事故の内容を確認し損害補償等の対象となる場合、その事実を管理者に報告

し速やかにその処理を進め、誠意ある対応を行なう 

 

１９．非常災害時の対策 

（１）非常時の対応 

       ・別途定める消防計画にのっとり対応する。 

（２）避難訓練および防災設備 

   ・別途定める消防計画にのっとり定期的に避難訓練を行う。 

   ・スプリンクラー：あり  避難階段：２ヵ所 屋内消火栓：あり 

    自動火災報知機：あり 誘導燈：あり 

（３）消防計画等 

   ・大村消防署への届出日：令和２年５月１日 

      ・防火管理者：長岡 貴士 

 

２０．外部評価について 

   外部評価については、現在実施していない。 

 

２１．苦情等の受付 

（１）苦情受付窓口 

１）苦情受付担当者 

「職名」 泉の里アーケード館デイサービスセンター管理者 

            「氏名」 近藤 和彦 

２）受付時間及び電話番号    ０９５７－５４－２１０５（２４時間対応） 

（２）苦情処理体制 

１）苦情処理責任者 

「職名」 泉の里アーケード館有料老人ホーム（併設施設）施設長 

            「氏名」 小林 央政 

 

２）苦情処理検討委員 

            「職名」 泉の里アーケード館デイサービスセンター 生活相談員・介護職員 

            「氏名」 野下龍一（部長）・佐藤由枝（次長）・木場直樹（次長） 

「職名」 泉の里アーケード館デイサービスセンター 看護師、機能訓練指導員 

「氏名」 井手直美（部長）・朝長秋子（課長） 

「職名」 泉の里アーケード館有料老人ホーム（併設施設）生活相談員 

            「氏名」 朝長栄司（課長） 

「職氏名」 第三者委員 （元大村福祉会職員） 

                          宮田 美佐子  

             ※ 苦情内容により上記以外の関係職員の参加を伴う 
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（３）苦情処理の手順 

     １）苦情を受け付けた担当者は、速やかにその事実を苦情処理責任者である 

小林央政まで報告する。 

     ２）苦情処理責任者の指示の基、苦情処理検討委員による苦情解決検討会議を開く。 

     ３）苦情解決検討会議で決議された解決策を記録に残す。 

     ４）苦情窓口担当者はその解決策について誠意をもって相手に説明し意見と理解を求め、 

今後のサービス向上に努める。 

 

（４）行政機関その他苦情受付機関 

長崎県長寿社会課 所 在 地：〒８５２－８５７０ 

     長崎県尾上町３番１号 

電話番号：０９５－８９５－２４３１ 

大村市福祉保健部長寿介護課 所 在 地 ：〒８５６－０８３２ 

     大村市本町４５８番地２ 

     中央市街複合ビル２階 

電話番号：０９５７－２０－７３０１ 

長崎県国民健康保険団体連合会 所 在 地 ：〒８５０－００２５ 

     長崎市今博多町８番地２ 

電話番号：０９５－８２６－１５９９ 

長崎県福祉サービス相談 

運営適正化委員会 

所 在 地 ：〒８５２－８５５５ 

     長崎市茂里町３－２４ 

電話番号：０９５－８４２－６４１０ 

 

※今後、介護報酬改正等、制度改正による利用料の変更については、通知のみとさせていただ

きます。なお、異議がある方は当法人まで申し出ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


